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市第 104 号議案 

   横浜市附属機関設置条例の一部改正 

 横浜市附属機関設置条例の一部を改正する条例を次のように定め

る。 

平成24年２月15日提出 

横浜市長 林   文 子 

横浜市条例（番号） 

   横浜市附属機関設置条例の一部を改正する条例 

 横浜市附属機関設置条例（平成23年12月横浜市条例第49号）の一

部を次のように改正する。 

 別表中 

「 

 

 

                           

 

 

                       」 

を 

「 

 

 

 

 

 

横浜市ESCO事業提案審査委 

員会           

 横浜市が所有する公共建築物の

設備改修について民間の資金及び

技術的能力等を活用し、省エネル

ギー及び維持管理費の低減を図る

事業における事業者の応募資格に

ついての審査、事業者の提案に関

する評価基準についての審議及び

当該事業に関し必要な事項につい

ての審査に関する事務     

５人以内  

横浜市ESCO事業提案審査委 

員会  

 横浜市が所有する公共建築物の

設備改修について民間の資金及び

技術的能力等を活用し、省エネル

ギー及び維持管理費の低減を図る

事業における事業者の応募資格に

ついての審査、事業者の提案に関

する評価基準についての審議及び

当該事業に関し必要な事項につい

５人以内  
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                        」 

に改める。 

   附 則 

 この条例は、規則で定める日から施行する。 

 

   提 案 理 由 

 横浜市戸塚駅西口第３地区市有地活用検討会議を設置するため、 

横浜市附属機関設置条例の一部を改正したいので提案する。 

 ての審査に関する事務      

横浜市戸塚駅西口第３地区 

市有地活用検討会議    

 都市計画法（昭和43年法律第10

0号）第20条第１項の規定により 

告示された横浜国際港都建設計画

戸塚駅西口第３地区地区計画の区

域内の市有地の活用計画の策定に

ついての調査審議に関する事務 

10人以内  
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 参  考  

   横 浜 市 附 属 機 関 設 置 条 例 （ 抜 粋 ） 

                     上 段  改 正 案    
                    (下 段  現  行)   
別 表 （ 第 ２ 条 、 第 ３ 条 第 １ 項 ） 

執 行 機 関     附 属 機 関      担  任  事  務    
委  員

の 定 数

           （省       略）            

横浜市ESCO事業提案審査委

員会          

 横浜市が所有する公共建築物の 

設備改修について民間の資金及び 

技術的能力等を活用し、省エネル 

ギー及び維持管理費の低減を図る 

事業における事業者の応募資格に 

ついての審査、事業者の提案に関 

する評価基準についての審議及び 

当該事業に関し必要な事項につい 

ての審査に関する事務      

５人以内

横浜市戸塚駅西口第３地区

 

市有地活用検討会議   

 

 都市計画法（昭和43年法律第10 

 

0号）第20条第１項の規定により  

 

告示された横浜国際港都建設計画 

 

戸塚駅西口第３地区地区計画の区 

 

域内の市有地の活用計画の策定に 

 

ついての調査審議に関する事務  

 

10人以内

 

市   長  

           （省       略）            

 


